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１．はじめに 

路面下空洞探査は，地中に電磁波を放出し，電気的特性の異

なる境界で反射した電磁波を捉える地中レーダ探査装置を搭載

した路面下空洞探査車等を用いて空洞の可能性がある異常信号

を効率的に抽出し，空洞の有無の確認や陥没の危険性を評価す

る非破壊検査である(図-1)．一般道での使用が主であり，高速

道路上での使用実例は少ない。本稿で高速道路上の二つの舗装

区間で実施した路面下空洞探査の結果を踏まえて,この探査の有

用性及び今後の活用方法を検討するものである． 

２．調査概要 

図-2 に路面下空洞探査の調査フロー例を示す．①調査対象の道

路で路面下空洞探査車を使用し，空洞の可能性がある異常信号を

抽出する（一次調査），②一次調査結果から抽出した異常信号箇所

に対しハンディ型地中レーダ探査を用い，異常範囲の詳細な把握

を行う（二次調査）．③必要に応じてスコープカメラを使い，空洞

の有無を確認する（三次調査）．④調査結果の取りまとめ，空洞の

要因の解析．以上が調査の流れである。 
３．一次調査 

 調査結果を表-1 に示す．空洞と考えられる異常信号箇所を検出

したのは 35 箇所（Ⅰ区間 8 箇所，Ⅱ区間 27 箇所）検出し，これら

の位置，深度の概略を把握した．盛土部及び BOX近接など埋設物

に多く検出する傾向がある． 
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図-1 地中レーダ探査模式図 

表-1 一次調査結果 

図-2 路面下空洞探査の調査フロー例 

表-1 一次調査結果 
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№1 あり
№2 地層境界
№3 あり
№4 地層境界
№5 地層境界
№8 地層境界

H30-007 なし
H30-008 脆弱部
H30-020 異物

名称 空洞の有無

Ⅰ区間

Ⅱ区間

区間

４．二次調査（ハンディ型地中レーダ探査） 

 二次調査の結果，Ⅰ区間で 6箇所，Ⅱ区間で 16箇所に空洞と考えられる判定が出た．これらを空洞判定実施方針

（案）に基づいて陥没危険度評価を行った（図-3）．その結果，ランク A相当は無く，ランク B はⅠ区間で 4箇所，

Ⅱ区間では 2箇所該当した．高速道路上の主な舗装構成の盛土部の路盤・路床深度及び層境に異常信号箇所が多く

みられる傾向があった．三次調査は，ランク B を三次調査の対象箇所とした。また、ランク C に属するが地層境

界である No.8及びランク B 近傍の箇所も選定対象とし，Ⅰ区間では 6箇所，Ⅱ区間では 3箇所で三次調査を実施し

た． 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
５．三次調査（スコープ調査）  

調査の結果，Ⅰ区間では 2 箇所で空洞の確認ができた．Ⅱ区

間では確認はできなかった（表-2）．なお，その他 7箇所につ

いては地層境界，脆弱部，異物等に反応（異常信号）を示し

たと考えられる．  

６．調査結果のまとめ 
今回の調査結果を以下にまとめる． 

①路面下空洞探査車，ハンディ型地中レーダ探査およびスコ 

ープ調査による方法により最終的に 2箇所の空洞を確認で  

きた． 

②地層境界，脆弱部，異物等は異常信号を返すことがある． 

③なお，この異常信号は，高速道路の盛土構造を模した路床，路盤舗装及び空洞を有する供試体を作成し，精度

誤差，異常信号をあらかじめ把握し補正しておくことにより排除することができ，実用性がより向上すると考

えられる． 

７．おわりに 
高速道路上では，車線規制が不要で空洞発生の予測することのメリットは大きい．さらに一次調査である路面

下空洞探査のみで精度よく予測が可能になることは，高速道路の維持管理において有効である．今後は，測定デ

ータの蓄積を行い，道路状況に応じた陥没可能性の評価の見直し，異常信号の排除等について検討を進めていき

たいと考えている． 

図-3 ハンディ型地中レーダ探査後の陥没危険度評価図 

出典：空洞判定実施方針（案）平成 22 年 3 月 国土交通省 に筆者が加筆 

 

表-2 スコープ調査実施結果 
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